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者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額から消費税及び地
方消費税相当額を差し引いた額を入札書に
記載すること。

| 入札者は、入札後、書類について不明を
理由として異議を申し立てることができな
い。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助者であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。

] 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

^ 日本貿易振興機構の「競争参加資格に関す
る内規」第３条第１項に定める、競争参加資
格者名簿に記載された者であり、平成19・
20・21年度の業種区分「物品の販売」のＡ等
級、Ｂ等級又はＣ等級に格付けされている者
であること。なお、競争参加資格を有しない
者は、１月20日（水）15時までに資格審査申
請を行う必要がある。
競争参加資格に関する問い合わせ先は次の
とおり。
〒107`6006 東京都港区赤坂１丁目12番32

号 日本貿易振興機構 総務部管理課 ＴＥ
Ｌ：03`3582`5548 ＦＡＸ：03`3583`

6182

_ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者（手続開始の決定後、再認定を受けた者を
除く。）でないこと。

` 公告の日から開札の日までの期間、契約に
関し日本貿易振興機構から指名停止措置を受
けていないこと。

a 電気事業法第３条第１項の規定に基づき一
般電気事業者としての許可を得ている者又は
同法第16条の２第１項の規定に基づき特定規
模電気事業者としての届出を行っている者で
あること。

b 二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの
活用、新エネルギーの導入、グリーン電力証
書の譲渡に関し、入札説明書別添４に掲げる
入札適合条件を満たすこと。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
及び問合わせ先
〒261`8545 千葉県千葉市美浜区若葉３丁
目２番２ 日本貿易振興機構 アジア経済研
究所 研究企画部研究管理課 ＴＥＬ：
043`299`9525 ＦＡＸ：043`299`9725

] 入札説明書の交付場所 本公告の日から上
記３\及び入札説明会会場にて交付。

^ 入札説明会の日時及び場所
平成22年１月13日14時00分
日本貿易振興機構アジア経済研究所 Ｃ24

会議室（会議棟２階）
_ 入札書の受領期限
平成22年２月15日14時00分
（郵送の場合は必着のこと。）

` 開札の日時及び場所
平成22年２月19日14時00分
日本貿易振興機構アジア経済研究所 Ｃ21

会議室（会議棟２階）
４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。
^ 入札者に要求される事項 この一般競争入
札に参加を希望する者は、日本貿易振興機構
が発行した競争参加資格を有することを証明
する書類の写し、入札説明書別添３の競争参
加資格確認書類、及び封印した入札書を入札
書の受領期限までに提出しなければならな
い。入札者は開札日の前日までの間において、
日本貿易振興機構より当該書類に関し説明を
求められた場合は、それに応じなければなら
ない。

_ 入札無効 本公告に示した競争参加資格の
ない者による入札及び入札に関する条件に違
反した入札。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 入札説明書に示した要
求要件を履行できると日本貿易振興機構が判
断した入札者であって、日本貿易振興機構の
「会計規程」第33条の２の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で、最低価
格をもって有効な入札を行った入札者を落札
者とする。

b 詳細は入札説明書による。

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Mr. Michitaka Naka-

tomi, President, Japan External Trade Or-

ganization (JETRO)

] Classification of the services to be pro-

cured : 26

^ Nature and quantity of the services to be

required : About 2,519,000kWh Electricity

_ Delivery period : From April 1, 2010 th-

rough March 31, 2011

` Delivery place : as specified in the tender

documentation

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

{ not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget Au-

diting and Accounting,

| have the Grade A, B or C qualification

for participating in tenders by JETRO in

the area of Ûsale of productÐ in the Fiscal

year 2007, 2008 and 2009,

} not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Ob-

ligating Officer,

~ have permission to be a general elec-

tric enterprise in accordance with Article

3, Section 1 of the Electricity Utilities In-

dustry Law, or have registered as a spe-

cified scale electric enterprise in accor-

dance with Article 16`2, Section 1 of the

same law,

� fulfill the requirement mentioned in the

tender documentation.

b Time limit for tender : 2 : 00 PM Febru-

ary 15, 2010

c Contact point for the notice : Research

Management Division, Research Manage-

ment Department, Institute of Developing

Economies, Japan External Trade Organi-

zation, 3`2`2, Wakaba, Mihama-ku,

Chiba 261`8545, JAPAN TEL 043`299`

9525

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 21年 12月 25日
独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社
東埼玉住宅管理センター所長 藤 仁

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 11

１ 調達内容
\ 品目分類番号 75

] 購入等件名及び数量
{ ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務 一
式（幸手団地）

| ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務 一
式（春日部小渕団地）

} ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務 一
式（武里団地他１団地）

~ ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務 一
式（吉川団地）

^ 調達案件の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期間 平成22年４月１日から平成25年
３月31日まで

` 履行場所 入札説明書による。
a 入札方法 上記１]の件名ごとにそれぞれ
入札に付する。落札者の決定は、総合評価落
札方式をもって行うので総合評価のための書
類を別途提出すること。なお、落札決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の100分の５に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額とする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約希望金額の105分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。

] 平成21・22年度独立行政法人都市再生機構
埼玉地域支社物品購入等の契約に係る競争参
加資格審査において、「役務提供」のうち「清
掃」の資格を有すると認定された者であるこ
と。

^ 申請書等の提出期限から開札日までの期間
に、当機構埼玉地域支社長等から本件業務の
実施場所を含む区域を措置対象区域とする指
名停止を受けている者でないこと。

_ 当該業務と同等の業務に係る履行実績があ
ることを証明した者であること。

` その他契約担当役等が必要と定める資格を
有する者であること。
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